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大阪市住之江区南港北一丁⽬７番 89 号 
カナデビア株式会社 
取締役社長 桑原 道 

 
カナデビア株式会社（以下「当社」といいます。2024 年 10 月 1 日付けで日立造船株式会

社から商号を変更しました。）及び株式会社プロモテック（以下「プロモテック」といいま
す。）は、2025 年 2 月 5 日付けで合併契約を締結し、2025 年 4 月 1 日を効力発生日として、
当社を吸収合併存続会社、プロモテックを吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」
といいます。）を行うことといたしました。 
会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則（以下「規則」といいます。）第 191 条の規定

により、本合併に関して当社本店に備え置くこととされる事項は下記のとおりです。 
 

記 
 
１．吸収合併契約の内容（会社法第 794 条第 1 項） 
  別紙 1 をご参照ください。 
 
２．合併対価の相当性に関する事項（規則第 191 条第 1 号） 
  完全親子会社間の合併につき、本合併において合併対価の交付は行いません。 
 
３．新株予約権の定めの相当性に関する事項（規則第 191 条第 2 号） 
  該当事項はありません。 
 
４．吸収合併消滅会社についての事項 
（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容（規則第 191 条第 3 号イ） 

別紙 2 をご参照ください。 
 
（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容（規則第 191 条

第 3 号ロ） 
   該当事項はありません。 
 
（３）最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状

況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容（規則第 191 条第 3 号ハ） 

プロモテックは、有形固定資産に計上している建物および工具器具備品について、
2025 年 6 月の事務所移転に伴い、除却する予定です。 



 
５．吸収合併存続会社において最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容（規則
第 191 条第 5 号イ） 
 

（１）当社は、2024 年 7 月 5 日、舶用エンジン事業を行う当社グループの日立造船マリン
エンジン株式会社及び株式会社アイメックスにおいて、舶用エンジンの陸上運転記
録に不適切な書き換えが行われていたことが判明した旨を公表しました。同年 12 月
25 日に国土交通省海事局に調査報告書を提出し、本書面備置開始日現在、当社グル
ープから独立した中立かつ公正な外部有識者により構成される特別調査委員会にお
いて調査を継続中です。本件により開示すべき業績への影響が見込まれる場合は速
やかに公表します。 

 
（２）当社は、2024 年 10 月 23 日、米国の裁判所で係属中であった保険金請求権確認訴訟

について、米国の土木建設会社 JV 及び保険会社との間で和解契約を締結し、終結し
ました。これにより、2019 年 10 月 4 日に当該 JV との間で締結した和解契約に、本
保険金請求権確認訴訟に関する合意条件が含めれていたため、20 百万ドル（約 29 億
円）を受け取りました。 

 
（３）当社は、2025 年 1 月 24 日開催の取締役会において、2025 年 4 月 1 日を効力発生日

として、連結子会社である株式会社エイチアンドエフの全発行済み株式、並びに、
連結子会社である科纳维商貿(上海)有限公司、Kanadevia India Private Limited 及び
PT. Kanadevia INDONESIA の事業の一部を株式会社アマダに譲渡することについ
て決定しました。 

 
（４）当社は、2025 年 2 月 5 日、取締役会において、連結子会社である株式会社ナチュラ

ルエナジージャパンに対する債権放棄（債権放棄額 3,202 百万円。うち 3,072 百万
円は 2024 年 3 月期決算までに貸倒引当金計上済み）を決定し、同日実行しました。 

 
６．吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項（規則第 191 条第 6 号） 

本合併後における当社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込みです。また、収益状
況及びキャッシュ・フロー等に鑑みて、当社の負担する債務については、本合併の効力
発生日以降も履行の見込みがあると判断いたします。 

 
以 上 

  



 
別紙 1 吸収合併契約書 
次頁以降をご覧ください。 
  





 
別紙 2 吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 
次頁以降をご覧ください。 
 
 


















